





































日本の ODA 出口戦略に向けた示唆 
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方針を打ち出した。また、「日本再興戦略（2013 年 6月 14 日閣議決定）」の一つとして
の国際展開戦略は、海外市場獲得のための取組として、潜在能力のある中堅・中小企










































日系企業の海外進出は、2018 年版海外在留邦人数調査統計によると 75,531 社が海







表 1-1 海外進出日系企業数（製造業） 
アジア 11,654 61% 
北米 3,426 18% 
西欧 1,865 10% 
中米 704 4% 
東欧・旧ソ連 525 3% 
南米 381 2% 
中東 320 2% 
アフリカ 226 1% 
大洋州 156 1% 
合計 19,257 100% 









表 1-2 アジア進出日系企業（製造業） 
中国 3,641 31% 
インド 1,635 14% 
タイ 1,587 14% 
インドネシア 956 8% 
ベトナム 801 7% 
フィリピン 603 5% 
マレーシア 678 6% 
その他 1,753 15% 
合計 11,654 100% 
＊中国については日系進出企業が 32,349 社あり、うち区分不明企業が 26,131 社である。こ
の区分不明企業にも多くの製造業が含まれていると考えられる。 
＊2019 年版にはタイのデータがないため、2018 年版を用いている。 

















国・民間企業・ODA が win-win-win の関係を目指すことである(JICA 2008b)。 































































































































スクが軽減できるのであれば、企業は PPP を有効利用する。 

















対中国 ODA は、有償資金協力が約 3 兆 3166 億円、無償資金協力が約 1398 億円（JICA
担当分）、技術協力が約 1849 億円、総額約 3 兆 6000 億円を超え、また 1 万人以上の日
本人専門家や海外協力隊員が中国を訪問して ODA 事業に参画し、3 万 7000 人以上の中
国人が日本を訪問し研修に参加した(詳細は付録 1および付録 2 参照)。2006 年に無償
資金協力と 2007 年に有償資金協力の新規供与が終了し、2010 年頃より技術協力プロ
ジェクトではコストシェアが導入され、2018 年 10 月には既に実施されている技術協
力プロジェクト、草の根・人間の安全保障無償資金協力などを最後に、日本の対中国
ODA を終了することとなった（外務省 2020）。 
 2018 年の中国の GNI は＄9,460（世界銀行）であり上位中所得国に位置する。日本は





















 現在、JICA 中国事務所では、ODA 予算を用いず日系企業を支援するために、JICA 中
国事務所・中国政府機関・日系企業・中国企業の 4者で連携（以下「4 者連携」、詳細
は第 3 章参照）し、日系企業の技術が課題解決に貢献できるか否かを確認するための
実証試験などを 2016 年より本格的に行っている。4者連携は、JICA 技術協力プロジェ
クト「持続的農業技術研究開発計画（第 2 期-環境にやさしい農業技術開発及び普及）」
で実施した「持続可能な水稲技術」の案件(詳細は第 5 章事例①参照)を基にしている。 
 さらに、この 4 者連携を基本とし、JICA は約 40 年間の協力関係にある中国科学技
術部（以下「科技部」）と協力して新たに「4 者連携＋α」という取り組みを始めた。
科技部は 2018 年に「4 者連携＋α」5 案件を採択し、約 5 億円の助成金を供与した。
そして 2019 年から 2022 年までの 4 年間に毎年 10 案件（約 5 億円/年）を採択し実施
することとしている。「4 者連携＋α」は、国家級プロジェクトとして実施するため、
日系企業にとって実証試験の費用負担の軽減やリスクの低減に繋がるなど多くのメリ






中国では JETRO と同様に限定されている。JICA においては、開発途上国における民間










本研究の目的は、ODA 卒業間近または卒業国における ODA 予算を用いない画期的な






























































ジネスチャンスと捉えてビジネス展開を目指す日系企業 100 社に対し、2018 年から







表 2-2-1 面談した中国政府関係機関 
 機関名 面談日 
1 
中央政府 
中国生態環境部 2018 年 4月 
2 中国科技部 2018 年 1月 
3 
地方政府 
山東省発展改革員会 2018 年 5月 
4 山東省生態環境庁 2018 年 5月 
5 広東省生態環境庁 2018 年 8月 
6 広東省仏山市南海区生態環境局 2018 年 8月 
7 上海市生態環境局 2018 年 3月 
8 天津市生態環境局 2018 年 5月 
9 唐山市生態環境局 2018 年 1月 
10 西安市科技委員会 2019 年 6月 
11 四川省成都市温江市政府 2019 年 6月 
12 江蘇省生態環境庁 2018 年 6月 
13 浙江省科技庁 2018 年 9月 
14 浙江省温州市政府 2018 年 12月 
15 遼寧省発展改革委員会 2018 年 7月 
16 遼寧省瀋陽市発展改革員会 2018 年 7月 
17 
研究院 
上海市環境科学研究院 2018 年 3月 
18 上海市環境観測中心 2018 年 3月 
19 中国科学院上海高等研究院 2018 年 3月 
20 中国建築工程学院 2018 年 10月 
21 中国農業科学院 2018 年 5月 
22 北京市農業科学院 2019 年 6月 
23 黒竜江省農業科学院 2019 年 6月 




25 広東東莞環境科学研究所 2018 年 8月 
26 浙江省環境保護科学設計研究院 2019 年 5月 
27 山東省環境科学研究院 2018 年 5月 
28 
協会 
中国環境保護産業協会 2018 年 1月 
29 仏山市南海区環境保護産業協会 2018 年 8月 
30 
大学 
北京大学（深セン研究生院） 2018 年 1月 
31 清華大学 2018 年 9月 
32 華南理工大学 2018 年 3月 
33 南通大学 2018 年 3月 
34 復旦大学 2019 年 8月 
35 ハルピン工程大学 2018 年 4月 
36 同済大学 2019 年 3月 
37 北京科技大学 2019 年 4月 
38 西安交通大学 2018 年 9月 
39 淅江大学 2018 年 9月 
























 中国の政府および企業の研究開発に対する投入額は年々増加しており、図 2-2-1 の















































































を表 2-2-3 に纏めた。開発課題の解決においては、JICA との連携が重要であるとの回
答が大半であった。JICA は、これまで長期に亘り中国の課題解決のための支援を行っ
てきたことにより、中国の政府関係機関などは JICA に対し信頼感を持ち、そして関係











































ている日系企業 100 社に対し、2018 年から 2019 年にかけて個別に中国国内でヒアリ
ング調査を行った。 
 
表 2-2-4 ヒアリング調査の企業の大中小企業の内訳 
出所：ヒアリング調査より筆者作成 
 
メーカー 商社 サービス エンジニ
アリング 
運送 合計 
大企業 29 8 0 6 0 43 
中小企業 38 1 15 2 1 57 




表 2-2-5 中国展開の状況 
  大企業 中小企業 合計 
中国に子会社および事務所などを有している 42 34 76 




地事務所の有無については表 2-2-4 と表 2-2-5の通りである。 







表 2-2-6 日本政府機関への相談状況 









JETRO 16 30 46 
JICA 7 21 28 
中小企業庁 0 16 16 
地方自治体 4 19 23 
社団法人 13 8 21 
日本政府機関を訪問し中国展開について相談した
ことがない 





















































業単独では連携に至らないことが殆どである。本章第 2 節第 1 項では、中国政府関係
機関は日系企業との連携を望んでいるが連携に至る事は稀であり、中国政府関係機関
と日系企業との連携において JICA が調整役を担うことを要望する機関が多かった。 
こうした日中双方の課題を解決するために、JICA 中国事務所は ODA 活動から得た財
産(経験、人的関係、ブランド)を有効利用した 4者連携や「4 者連携＋α」（詳細は第







 中国政府機関が JICA 中国事務所に開発課題解決のための日系企業との連携につい
て寄せる相談は増加傾向にあり、延べ数は、2016 年は約 20 回、2017 年は約 40 回、



















































































表 3-1-2 連携の必要性と日本政府機関からの支援の必要性（必要と回答した数） 



























を行う 4 者連携（図 3-2-1、4 者連携の事例については第 5 章参照）である。 







に中国ビジネス展開を行っている日系企業数(詳細は表 1-1 および表 1-2 参照)からみ
るとごくわずかである。 
 















































表 3-2-1 4 者連携の必要性について 








































































長線にある 4 者連携は非常に面白い取り組みであると評価した。 









 第 2 章で述べたように、開発課題解決における日系企業のビジネス展開の土台つく
りには権威ある中国政府機関と連携する必要があり、このような状況においては中国



















 「4 者連携＋α」に対する科技部の予算は、2018 年度は大気汚染・省エネ分野に最
大約 5 億円（最大約 1 億円/案件、採択案件 5 案件）、2019 年から 2022 年の 4 年間に
は環境・省エネ・農業・医療・防災減災分野のうち毎年 2 分野が選定され、最大約 5 億
円/年（最大約 5,000 万円/案件、最大採択案件 10 案件）である。各案件の実施期間は

























 「4 者連携＋α」に応募した日系企業 20 社と中国人側申請者 10 人に 2019 年から
































































 4 者連携の事例を以下の通り説明する。 
 4 者連携の事例における成功の定義は、実際に 4 者で連携し成果を見出した事例で
あり、失敗の定義は連携に至らなかった又は連携したが連携を解消した事例とする。 
本研究で取り上げた 5 事例は、4 者連携を通じて実証試験を実施した全ての案件で
ある。この他、4 者連携に向けて調整している案件は数多くある。 
 
表 5-1 4 者連携の事例 






















日系企業 D 社 






学研究院、日系企業 T 社 








































JICA 技術協力プロジェクト「持続的農業技術研究開発計画（第 2 期-環境に優しい
農業技術開発及び普及）2009 年 4 月から 2014 年 3月」（以下「JICA 持続的農業 2PJ」）
は、ODA 予算を用いない 4者連携をモデルサイトの一つである黒竜江省で進めた。 
具体的には、日系農機メーカーが側条施肥田植え機を無償レンタルし、日系肥料メ
ーカーが肥料を無償提供し、中国農業科学院および黒竜江省農業科学院と現地龍頭企

















なかった。技術を有する日系農機メーカーは 5 社あり、1 社は中国での事業展開は行
わない戦略を立てており不参加を明確にしていた。他 4 社には、当該機材の購入を前
提とした協力への意思があったので、JICA 持続的農業 2PJ は数度に亘り意見交換を行





図 5-1-1 中国農業科学院および黒竜江省農業科学院と 




黒竜江省農業科学院と JICA 持続的農業 2PJ は数度に亘り意見交換を行い、共同で実
証試験を行うことで交渉の場に参加することに合意した。最終的に JICA 持続的農業
2PJ が調整を図り、3 年契約で、1年目は 3カ所で各箇所 1 台の計 3 台を導入し小規模






















































5.2．事例②：中国環境保護産業協会と S 社 
5.2.1．背景 











































 中国側の取りまとめ役は産業協会とし、日本側は JICA 中国事務所が中国側との全体
的な調整と日系企業間および日本国内政府関係機関の調整を担い、研修内容などの詳
細の調整を S 社が担うこととした。 


























































目的に JICA 技術協力プロジェクトを北排科技研発中心と実施した。 
 中国の環境規制(詳細は付録 3 参照)が厳しくなる中、国産技術では対応できず海外
の技術を導入する必要性が増し、技術を有する日系企業との連携を求める北排科技研
発中心からこれら連携を促進させるための調整役の依頼を受け、また日系企業と連携
した第三国展開も視野に入れ、JICA 中国事務所と北排科技研発中心は覚書を 2018 年
に締結（図 5-3-1）（JICA 中華人民共和国事務所 2018）した。 
 
































面談の調整を行った。この際、面談した数社のうちの 1 社が D 社であった。その後、
北京にて D 社と D 社代理店と北排と JICA 中国事務所で意見交換を行い、その際に北排
から D 社の製品を中国国内で委託製造する提案があったが、D 社にとってメリットが
薄く技術流出のリスクも高いと感じ、また北排が製造するとしても品質の確保ができ
ないと考え、この提案は断ることになった。 
 その後、D 社代理店は D 社以外の製品を販売していることから北排と単独で面談を
するなど、D社が取り残される状況にあった。こうしたことから、当初は連携が出来な
いと D 社は考えていたが、JICA 中国事務所が北排と D 社間、D 社と D 社代理店間の調








応するために D 社は D 社代理店を通じて中国ビジネス展開を進めていた。しかし、D 社
にとって D 社代理店が北排と単独で連携を進めるとは考えてもいなかった。しかしな
がら、D 社は技術流出の対策などをしっかり行っているため、D 社代理店が D社の製品


























普及させたら良いか JICA 中国事務所に対し相談した。 


































































































































 「4 者連携＋α」の事例を以下の通り説明する。 
 本研究の「4 者連携＋α」の事例における成功の定義は、日中双方の関係者が連携し
応募して採択された事例とする。また、「4者連携＋α」は、2018 年から始めた事業で
あり、採択した各案件の実施期間は 2 年半から 3 年のため、本研究期間中には各案件
終了後の評価分析が行えなかった。これらは今後の研究課題である。 
本研究で取り上げた 3事例は、2018 年と 2019 年の「4 者連携＋α」に応募した案件
のうち JICA に対し調整依頼を行った 10 案件から、特に連携先を探すことが困難であ
った事例である。 
 
表 6-1 「4 者連携＋α」の事例 













































 T 社と北京大学の連携案件は、2018 年度の「4 者連携＋α」に採択され、科技部から





























回収し、北京大学から T 社へ振り込まれることで回避できると考えている。 
 













JICA 中国事務所の協力関係にあった北京大学に T 社を紹介したことで面談に至った。
面談では、T 社が実績やデータの全てを用いて数時間かけて説明をした結果、参加者か


































 こうした中、JICA 中国事務所はいくつかの日系企業に掛け合った結果、JICA 中国事
務所が調整役を担うのであれば連携するという条件で、Y 社は高等研究院との連携を






























 JICA 中国事務所は関係者間の調整役を担うことし、Y 社が立地する Z 市および Z 市















































 上海市環境科学研究院は、VOCs 規制が厳しくなる中、溶剤塗装における VOCs 排出
削減技術を有する日系企業を紹介して欲しいと協力関係にある Z 市に相談したところ、
Z 市より K 社と N 社を紹介された。その後、技術説明を両社が上海市生態環境局およ
び上海市環境科学研究院に対し行い、日中間で協力し技術の普及を目指すことになっ






















科学研究院が担い、高等研究院と復旦大学は実証試験の計画と実施を K 社と N 社と協
力し、JICA 中国事務所は必要に応じて調整役を担うこととなった。 
 






















を Z市と JICA 中国事務所が行ったことで成り立ったのである。 
 
7．結論 




























 事例⑥では、図 6-1-2 の通り当初 T 社は単独で実証試験を進めようとしたが、公道
での実証試験に対し当局からの許可を得ることができず、また研究センターでのテス




































① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 
1 現地政府関係機関が主体的に取り組んだか？ 〇 〇 〇 × × 〇 〇 〇 
2 「1」の課題解決に貢献できる技術だったか？ 〇 ― 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
3 「2」の技術を中国側は理解していたか？ 〇 ― 〇 △ 〇 〇 〇 〇 
4 関係者全員のメリットが明確化されていた
か？ 
〇 〇 〇 △ × 〇 〇 〇 
5 中国側に連携の先導者はいたか？ 〇 〇 〇 × × 〇 〇 〇 
6 中国側と意思疎通ができていたか？ 〇 × × △ × 〇 〇 〇 
7 日系企業は中国の習慣を理解していたか？ 〇 × × 〇 × 〇 〇 〇 
8 実証試験に係る費用を中国側は半分以上負担
する予定か？ 







― 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
10 連携することが日系企業はリスクとは感じ
ず、チャンスと考えている？ 

















〇 〇 〇 △ △ 〇 〇 〇 
















































単独で実施することは困難である。例えば、第 6 章の事例⑥で記述した T 社は、タイ
のビジネス展開においてタイの環境省や運輸省などからの協力を得て実証試験を行う
必要がある。環境省との面談で、実証試験は JICA など日本政府機関との政府間連携と










献できる。これは、対中国 ODA で JICA が築き上げてきた財産の有効利用である。こう
した新たな取り組みは、JICA だからこそできる方法で、開発途上国卒業間近の国の持
続的発展と日系企業の持続的なビジネス展開に繋がると言える。ドイツ政府機関も、4
者連携や「4 者連携＋α」は JICA の開発援助方法の延長線上にある特徴的な支援方法
と評価している。4 者連携や「4 者連携＋α」は、日本の今後の ODA 出口戦略の一つと
して検討に値する手法といえよう。 
 本研究は中国国内での 4 者連携の 5 事例と「4 者連携＋α」の 3 事例について分析
を行った。今後の課題としては、分析対象とする成功および失敗事例を増やして、今
後の連携案件実施の参考となりうる普遍的な成功要因を抽出することと、中国以外の










































































ビジネス展開を目指す企業(2020 年現在、会員企業数 176 社)と団体等と横浜市が
連携し設立した組織である。横浜水ビジネス協議会を通じて、会員企業の海外水
ビジネス展開と市内経済の活性化を目指している。 

















6 2020 年 4 月北京にて、ドイツ国際協力公社北京事務所職員 1名、在中華人民共和
国イギリス大使館職員(商務系)1 名、在中華人民共和国フランス大使館職員(商務
系)1名の計 3 名に対し面談にてヒアリングを行った。 
7 2020 年 4 月、3 つの中国政府関係機関に対し電話にてヒアリングを行った。 
8 2019 年から 2022 年まで実施される名称は、中国側は「国家重点研究開発計画政
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 1979 年から 2020 年までの対中国 ODA の実績は、有償資金協力が約 3 兆 3166 億円、
無償資金協力が約 1398 億円（JICA 担当分）、技術協力が約 1849 億円となり、総額約 3
兆 6000 億円を超えた。また、1 万人以上の日本人専門家や青年海外協力隊員が中国を
訪問して ODA事業に参画し、3万 7000人以上の中国人が日本を訪問し研修に参加した。 
 










 対中国 ODA の有償資金協力（以下「円借款」）は、1979 年から 2000 年度までは中国










      ■第 1 次円借款（1979～1984 年度）、■第 2 次円借款（1985～1989 年度） 
      ■第 3 次円借款（1990～1995 年度）、■第 4 次円借款（1996～2000 年度） 
      ■2001 年度～ 
出所：外務省、JICA のデータを基に筆者作成 2 
 
 第１ラウンド円借款は 1979 年から 1984 年度にかけて実施され、表(付録 1)1-2 の通
り７案件に 3,309 億円が供与された。うち約 60％が経済成長のボトルネックである運
輸セクターの解消に向け鉄道敷設と港湾整備に関するプロジェクトに用いられた。 
 
表(付録 1)1-2 第 1 ラウンド（1979 年度～1984 年度）（億円） 
1 石臼所港建設事業 429 12.98% 
2 兖州・石臼所間鉄道建設事業 397 12.00% 
3 北京・秦皇島間鉄道拡充事業 870 26.29% 
4 衡陽・広州間鉄道拡充事業  33 1.00% 
5 秦皇島港拡充事業 278 8.40% 




7 商品借款 1,300 39.29% 
合計 3,309 100.00% 
出所：JICA のデータを基に筆者作成 
 
 第 2 ランウド円借款は、1985 年から 1989 年度にかけて実施され、表(付録 1)1-3 の




表(付録 1)1-3 第 2 ラウンド （1985 年度～1989 年度）（億円） 
1 衡陽・広州間鉄道輸送力拡充事業 703 13.02% 
2 鄭州・宝鶏間鉄道電化事業 692 12.81% 
3 秦皇島港丙丁バース建設事業 220 4.07% 
4 連雲港拡充事業 470 8.70% 
5 青島港拡充事業 570 10.56% 
6 天津・上海・広州電話網拡充事業 350 6.48% 
7 天生橋水力発電事業 774 14.33% 
8 五強渓水力発電事業  85 1.57% 
9 大同・秦皇島間鉄道建設事業 184 3.41% 
10 観音閣多目的ダム建設事業  118 2.18% 
11 北京市地下鉄建設事業 40 0.74% 
12 国家経済情報システムモデル事業 38 0.70% 
13 北京市上水道整備事業 155 2.87% 
14 北京市下水処理場整備事業 26 0.49% 
15 四都市ガス整備事業 150 2.78% 
16 四都市上水道整備事業 126 2.33% 
17 輸出基地開発計画 700 12.96% 
合計 5,400 100.00% 
出所：JICA のデータを基に筆者作成 
 
 第 3 ラウンド円借款は、1990 年から 1995年度にかけて実施され、表(付録 1)1-4 の







表(付録 1)1-4 第 3 ラウンド（1990 年度～1995 年度）（億円） 

































































270 3.33% 40 青島開発計画（上水道・
下水道） 
25 0.31% 
15 青島開発計画（道路） 88 1.09% 41 西安市上水道整備事業 71 0.88% 
16 青島開発計画（通信） 40 0.50% 42 北京首都空港整備事業 215 2.66% 
17 宝鶏・中衛鉄道建設事
業 























406 5.01% 47 天津第３ガス整備事業 57 0.71% 
22 南寧・昆明鉄道建設事
業 










86 1.06% 50 海南島開発計画( 洋浦









103 1.27% 52 西安－安康鉄道建設事
業 
198 2.44% 
  合計 8,100 100.00% 
出所：JICA のデータを基に筆者作成 
 





表(付録 1)1-5 第 4 ラウンド（1996 年度～2000 年度）（億円） 














業          
300 3.09% 42 河南新郷ー鄭州高速
道路建設事業 
235 2.42% 





















53 0.55% 47 浙江省汚水対策事業 113 1.16% 
10 蘭州－西寧－ラサ光ケ
ーブル建設事業 
30 0.31% 48 広西壮族自治区都市
上水道整備事業 
36 0.38% 






























55 0.57% 55 江西省都市洪水対策
事業 
110 1.13% 
18 湛江市上水道整備事業 55 0.57% 56 黄河三角州農業総合
開発事業 
89 0.92% 
19 蘭州環境整備事業 77 0.79% 57 ハルビン電力網拡充
事業 
61 0.63% 
20 瀋陽環境整備事業 112 1.15% 58 天津市汚水対策事業 71 0.74% 
21 フフホト・包頭環境改
善事業 


























571 5.89% 64 山西省黄土高原植林
事業 
42 0.43% 










119 1.22% 67 甘粛省水資源管理・砂
漠化防止事業 
60 0.62% 





















67 0.69% 72 湖北省小水力発電所
建設事業 
92 0.94% 

























表(付録 1)1-6 2001 年度以降（億円） 
1 2001 年度                                                                                      西安市環境整備事業 98 3.03%
2 鞍山市総合環境整備事業 145 4.50% 
3 太原市総合環境整備事業 141 4.38% 
4 重慶市環境整備事業 90 2.79% 
5 北京市環境整備事業 90 2.78% 
6 寧夏回族自治区植林植草事業 80 2.47% 
7 山西省西龍池揚水発電所建設事業 232 7.20% 
8 陝西省人材育成事業 60 1.87% 
9 甘粛省人材育成事業 47 1.45% 
10 四川省人材育成事業 61 1.90% 
11 重慶市人材育成事業 47 1.45% 
12 雲南省人材育成事業 45 1.41% 
13 湖南省人材育成事業 47 1.45% 
14 甘粛省道路建設事業 200 6.20% 
15 湖南省道路建設事業 230 7.13% 
合計 3,227 100.00% 
1 2002 年度 河南省大気環境改善事業 193 7.96% 
2 安徽省大気環境改善事業 186 7.66% 
3 宜昌市水環境整備事業 85 3.49% 
4 南寧市水環境整備事業 121 5.00% 
5 甘粛省植林植草事業 124 5.11% 
6 内蒙古自治区植林植草事業 150 6.19% 
7 湖南省環境整備・生活改善事業 79 3.25% 
8 内陸部・人材育成事業（新疆ウイグル自治区） 46 1.90% 
9 内陸部・人材育成事業（広西壮族自治区） 46 1.90% 
10 内陸部・人材育成事業（貴州省） 46 1.89% 
11 内陸部・人材育成事業（吉林省） 45 1.87% 
12 内陸部・人材育成事業（安徽省） 45 1.85% 
13 内陸部・人材育成事業（河南省） 47 1.94% 
合計 2,424 100.00% 
1 2003 年度 公衆衛生基礎施設整備事業（河南省） 50 2.59% 




3 公衆衛生基礎施設整備事業（湖南省） 29 1.48% 
4 公衆衛生基礎施設整備事業（江西省） 28 1.46% 
5 公衆衛生基礎施設整備事業（安徽省） 25 1.32% 
6 公衆衛生基礎施設整備事業（山西省） 24 1.26% 
7 公衆衛生基礎施設整備事業（吉林省） 16 0.85% 
8 公衆衛生基礎施設整備事業（黒龍江省） 23 1.18% 
9 公衆衛生基礎施設整備事業（河北省） 19 0.99% 
10 公衆衛生基礎施設整備事業（遼寧省） 24 1.22% 
11 江西省植林事業 75 3.88% 
12 湖北省植林事業 75 3.90% 
13 フフホト市水環境整備事業 97 5.04% 
14 内陸部・人材育成事業（青海省） 28 1.45% 
15 内陸部・人材育成事業（寧夏回族自治区） 26 1.36% 
16 内陸部・人材育成事業（黒龍江省） 50 2.57% 
17 内陸部・人材育成事業（江西省） 49 2.52% 
18 内陸部・人材育成事業（湖北省） 51 2.64% 
19 内陸部・人材育成事業（山西省） 51 2.63% 
20 放送事業（青海省） 24 1.22% 
21 放送事業（雲南省） 30 1.56% 
22 放送事業（安徽省） 33 1.71% 
23 放送事業（吉林省） 44 2.26% 
24 放送事業（寧夏回族自治区） 43 2.20% 
25 放送事業（山東省 済南市） 29 1.51% 
合計 1,934 100.00% 
1 2004 年度 陝西省水環境整備事業（陝西省）                     77 8.97% 
2 陝西省水環境整備事業（西安市）                     196 22.78% 
3 内陸部・人材育成事業（内蒙古自治区）               51 5.91% 
4 長沙市導水及び水質環境事業                         200 23.25% 
5 新疆ウイグル自治区伊寧市環境総合整備事業           65 7.52% 
6 包頭市大気環境改善事業                             85 9.86% 
7 四川省長江上流地区生態環境総合整備事業             65 7.57% 
8 貴陽市水環境整備事業                               121 14.14% 
合計 859 100.00% 
1 2005 年度 貴州省環境整備・人材育成事業 92 12.26% 




3 雲南省昆明市水環境整備事業（Ｉ） 127 16.98% 
4 遼寧省人材育成事業 58 7.72% 
5 河北省人材育成事業 58 7.72% 
6 海南省人材育成事業 32 4.21% 
7 河南省植林事業 74 9.94% 
8 吉林省吉林市環境総合整備事業 97 12.98% 
9 黒龍江省ハルビン市水環境整備事業 74 9.89% 
10 広西壮族自治区玉林市水環境整備事業 63 8.40% 
合計 748 100.00% 
2 2006 年度 寧夏回族自治区水環境整備事業 84 13.53% 
3 新疆ウイグル自治区地方都市環境整備事業(I) 130 20.85% 
4 四川省地方都市水環境整備事業 63 10.11% 
5 安徽省地方都市水環境整備事業 84 13.48% 
6 吉林省松花江流域生態環境整備事業 95 15.24% 
7 内蒙古自治区フフホト市大気環境改善事業（II） 63 10.11% 
合計 623 100.00% 
1 2007 年度 甘粛省蘭州市大気環境改善事業 74 15.98% 
3 新疆ウイグル自治区地方都市環境整備事業(II) 38 8.21% 
4 河南省南陽市環境整備事業 115 24.84% 
5 湖南省都市廃棄物処理事業 105 22.68% 
6 安徽省都市廃棄物処理事業 68 14.69% 
























 技術協力は、1981 年に「中日友好病院プロジェクト（I）」が開始されてから 2022 年
3 月までを終了予定とする案件に、1,857 億円を用いて 131 案件が実施された。この期









表した（外務省 b）。この発表を受けて、対中 ODA は技術協力の「日中石綿関連癌診断


















表(付録 1)1-7 技術協力案件 
 
































































































































































































































































































































































































































































































































































2 有償資金協力及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力は JICA ルートの経費
実績ベースでの実績を示す。また、2005 年度分の有償資金協力は交換公文の締結





公開演説（外交青書,1980 年版(第 24 号)），
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/1980/s55-shiryou-10208.htm（最終
検索日：2021 年 1 月 15 日）. 
JICA（2019）,「中国における JICA 事業の概要」2019 年 3 月. 
外務省 a,「日本の ODA プロジェクト中国対中 ODA 概要」，
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/chiiki/china.html（最終検索日：
2021 年 1 月 19 日）. 
外務省 b,「 対中 ODA の基本方針」， 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/chiiki/china.html（最終検索日：




















立を提案したのに始まる。そして、日本側が無償資金協力 105 億円を、中国側が 6,630









力プロジェクトを 5 案件実施した。  
 



























み合わせて実施され、表(付録 2)1-3 の通り SOおよび煤・粉じん排出が 1999 年の 42.9
万トンおよび 9.2 万トンからサブプロジェクトを通じて 13.2 万トンおよび 5.76 万ト
ンが削減された(JICA 2012)。 
 



















SO 42.8 万 トン 13.2 万 トン 31%削減 
煤・粉じん 9.2 万 トン 5.76 万 トン 63%削減 
出所：JICA 環境モデル都市事業（貴陽）（１）（２）事後評価報告書より筆者作成 
 
 表(付録 2)1-4 の通り環境に関する無償資金協力案件が 16 案件実施された。特に注
目されていたのは、「環境情報ネットワーク整備計画および第 2 次環境情報ネットワー
















表(付録 2)1-4 無償資金協力案件 
  案件名 署名日 実施地 
1 日中友好環境保全センター設立計画 1991/1/22 北京市 
2 日中友好環境保全センター設立計画 1991/7/1 北京市 
3 漢江上流水土保持林造成機材整備計画 1998/7/15 湖北省 
4 環境情報ネットワーク整備計画 2000/3/29 重慶市、長春市、大連市 
5 黄河中流域保全林造成計画 2000/12/21 寧夏回族自治区 
6 黄河中流域保全林造成計画 2001/6/15 寧夏回族自治区 
7 第２次環境情報ネットワーク整備計画 2001/6/15 89都市 
8 黄河中流域保全林造成計画 2002/9/6 寧夏回族自治区 
9 第２次黄河中流域保全林造成計画 2003/3/13 山西省 
10 黄河中流域保全林造成計画 2003/8/14 寧夏回族自治区 
11 西安市廃棄物管理改善計画 2003/8/14 陝西省西安市 
12 第２次黄河中流域保全林造成計画 2003/8/14 山西省 
13 第２次黄河中流域保全林造成計画 2004/7/6 山西省 
14 第２次黄河中流域保全林造成計画 2005/6/6 山西省 
15 第２次黄河中流域保全林造成計画 2006/6/8 山西省 
16 酸性雨及び黄砂モニタリング・ネットワ
ーク整備計画 
2006/12/20 全国（計 34 サイト） 
出所：JICA のデータを基に筆者作成 
 





 有償資金協力の第 1 ラウンド（1979 年から 1984 年まで）から第 3 ラウンド（1990
年から 1995 年まで）までは、ほぼインフラ整備関連であったが、第 4 ラウンド（1996
年から 2000 年まで）から環境分野における案件が急増し、2001 年度以降は 2003 年度
を除いて総額の 20％以上が投じられ、有償資金協力の最終年度は全て環境案件であっ








表(付録 2)1-5 環境関係の技術協力案件 
  案件名 実施期間 実施地 
1 日中友好環境保全センター（Ⅰ） 1992/09-1995/08 北京市 
2 水汚染・廃水資源化研究センター 1992/11-1997/11 北京市 
3 日中友好環境保全センター（Ⅱ） 1996/02-2002/03 北京市 
4 日中友好環境保全センター（Ⅲ） 2002/04-2008/04 北京市 
5 鉄鋼業環境保護技術向上プロジェクト 2002/09-2007/08 北京市 
6 石炭工業環境保護保安研修センター 1997/03-2002/02 河北省、山東省 




9 石油化学工業廃ガス処理技術 1996/11-2001/10 遼寧省 
10 大連省エネルギー教育センター 1992/07-1999/01 遼寧省 
11 寧夏森林保護研究計画 1994/04-2001/03 寧夏回族自治区 
12 四川省森林造成モデル計画 2000/07-2007/10 北京市、四川省 
















18 循環型経済推進プロジェクト 2008/10-2013/10 北京市 








22 都市廃棄物循環利用推進プロジェクト 2010/10-2015/01 北京市、貴陽市、嘉
興市、青島市、西寧
市 

















29 環境にやさしい社会構築プロジェクト 2016/04-2021/04 北京市 
出典：JICA のデータを基に筆者作成 
 
 中国の大気汚染は 2010 年以降から急激に悪化し、特に 2013 年 1 月には激甚な大気
汚染が発生し、日本国内にも PM2.5 の濃度上昇の影響を与えた。そのため、日本環境











 日中都市間連携協力事業の最終年度である 2018 年 6 月 23 日には、日中両国の環境
大臣が中国・蘇州市にて「日本国環境省及び中華人民共和国生態環境部による大気環
境改善のための研究とモデル事業の協力実施に関する覚書」に署名した。これにより、
2014 年から 2018 年で構築した双方の信頼関係と蓄積した経験を基に、大気環境改善
のための研究とモデル事業の協力が 2019 年から実施されている（IGES c）。 








表(付録 2)1-6 地方都市間協力 









表(付録 2)1-7 中央政府間協力 

















   




















外務省（1997） 「日中両国の 21 世紀に向けた協力強化に関する共同プレス発表」, 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/yojin/arc_98/c_press.html（最終検索日：




日：2021 年 1 月 20日）. 
日中友好環境保全センター 「概要」http://www.edcmep.org.cn/japan/center/（最
終検索日：2021 年 1 月 20日）． 
JICA（2012） 「環境モデル都市事業（貴陽）（１）（２）事後評価報告書」. 
IGES a (公益財団法人地球環境戦略研究機関) 「日中都市間連携協力事業」, 
https://www.iges.or.jp/jp/china-city/index.html（最終検索日：2021 年 1月 26
日） 
IGES b 日中都市間連携協力事業,https://www.iges.or.jp/jp/china-
city/overview.html（最終検索日：2021 年 1 月 26日）. 
IGES c 公益財団法人地球環境戦略研究機関 「日本国環境省及び中華人民共和国生態
環境部による大気環境改善のための研究とモデル事業の協力実施に関する覚書」, 



























 中国では、1979 年に「環境保護法（試行）」が制定され、1989 年に「環境保護法」
















り、2016 年 3 月に決定された「第十三次国民経済・社会発展五ヵ年計画（2016 年から











表(付録 3)1-1 第 13次 5 ヵ年計画「緑色発展」の具体的目標 
1 大気・土壌汚染対策行動計画に深く関与し実施し、生態系の保護と復元を強化する。 
2 2020 年までに、単位（単体組織）当たりの水使用量、エネルギー消費量、二酸化炭








として 2017 年までに 2012 年と比較して PM2.5 の濃度を 25%削減すること、年平均の
PM2.5 濃度を 60µg/m³に抑制することなどを設定している。「中国青年報」が 2013 年度
に北京市及び他の主要都市の住民 7 千人に行った世論調査によれば、91.4%が大気汚染










した日数は年間の約 6 分の 1を占めた（JST）。 
 大気汚染物質の主な排出源としては、工場排煙などの産業に起因するものや集中暖
房による石炭使用に起因するものが挙げられる。例えば、北京市生態環境局が発表し












図(付録 3)1-1 北京市内から発生する PM2.5 の発生源別割合（2012-2013 年度） 
 
出典：北京市環境保護局発表データ（2014 年 4 月）より筆者作成 
 







 2016 年 11 月 24 日、中国国務院は、｢第 13 次 5 ヵ年生態環境保護計画｣を公表し、
二酸化硫黄、窒素酸化物の排出削減に力を入れる他、PM2.5 の前駆物質である VOCｓの
排出総量削減にも力をいれ、2020 年までに VOCｓ汚染防止管理システムを構築し、重
点地域、重点産業で VOC の排出削減を図り、排出量を 10％以上引き下げる目標を定
めた。 
 
表(付録 3)1-2 第 13次 5 ヵ年計画の大気環境目標 

























― ― 18％ 
主要汚染物質の総
排出量削減（％） 
二酸化硫黄(SO2） ― ― 15％ 
窒素酸化物（Noｘ） ― ― 15％ 
重点地域汚染物質
の総排出量削減(%) 
 ― ― 10％ 












年までに 2012 年と比較して PM2.5 を 25%削減することを目標としている。2014 年には
「北京市大気汚染防止条例」を制定している。同条例では、大気汚染物質の発生源者
に対する罰金の徴収を定めている。さらに上記行動計画の最終年である 2017 年に入




表(付録 3)1-3 「大気汚染防止行動計画」の概要 
































































に 2012 年と比較して PM2.5 を 25%削減することを目標として掲げている。これを受け
て唐山市生態環境局は、「唐山市 2013-2017 年大気汚染防止行動計画」を策定し、PM2.5
に関しては、2017 年末までに 2012 年に比べ 33％以上削減（重点地域では 40％以上削
減し、その他の地域では 30％以上削減）することを目標とした。また、PM2.5 以外の
大気汚染物質に関しても、2017 年末までに SO2、NOx の総排出量を 2012 年に比べそれ
ぞれ 4.77 万トン、9.01 万トン削減し、河北省に定められた VOCｓの削減目標を達成す
ることを掲げている。 
 中国国務院は、2015 年 4月 16 日に「水汚染防治行動計画（略称「水十条」）」を公布
し、2017 年 6 月 28 日に、全国人民代表大会常務委員会において、｢中国水質汚染防止
法｣改正に関する決定をした。これは、全国水汚染防止業務の 10 条からなる行動指針
である。 
 「水十条」は、10 条 35項目からなり、238 の政策措置が盛り込まれ、中長期的な目
標として、以下の点が挙げられている。 
 















































































































2.3％、中度汚染 1.5％、重度汚染 1.1％）を超え、土地利用の区分では、耕地の 19.4％、
林地の 10％、草地の 10.4％が汚染されている。建設用地の汚染はさらに深刻で、企業














「中華人民共和国土壌汚染防治法」が、2018 年 8 月 31 日、全国人民代表大会常務委員
会にて可決され、2019 年 1月 1 日より施行された。 
 「中華人民共和国土壌汚染防治法」は、7 章 99 条から成り、汚染原因者の義務、調
査・モニタリング制度、罰則などについて規定を定めている。 
 













































2016 年 12 月 25日に、「中華人民共和国環境保護税法（以下「環境保護税法」）」が第
12 期全国人民代表大会常務委員会第 25 回会議にて可決され、2018 年 1 月 1 日から施
行された。環境保護税法は「個人所得税法」「企業所得税法」「車船税法」に続く租税実
体法となった。また、「中華人民共和国環境保護税法実施条例」が同じく 2018 年 1 月
１日より施行された。原則、環境汚染物質を排出する全ての事業者は、対象となる環
境汚染物質の排出量を測定し、「環境保護税」を申告納税することが義務付けられた。 










表(付録 3)1-7 環境保護税課税項目および税額基準表 
大気汚染物 1.2～12 元/当量数 
水汚染物 1.4～14 元/当量数 
固形汚染物 5～1,000 元/トン 




2020 年 4 月 29 日に、第 13 回全国人民代表大会常務委員会第 17 回会議で改正「中
華人民共和国固体廃棄物汚染環境防止法（以下「固体廃棄物法」）」が可決され、2020
























































 「2020 年度中国進出日系企業環境規制アンケート調査」（JETRO 2020）によると、直
近 1 年間に中国政府から指導を受けたと日系企業 233 社のうち 122 社（52%）が「あ
る」と回答した。その指導の内容は、「処理設備の追加命令」が 41 社、「提出書類の不
備、追加書類提出命令」が 38 社、「環境監査、測定の実施命令」が 37 社、「保管倉庫
などその他設備の追加命令」が 37 社、「測定装置の追加命令」が 24 社などとなってい
































なった。2017 年 6 月末までに試験的運用が実施された省および直轄市は、河北省、上
海市、江蘇省、福建省、山東省、河南省、広東省、重慶市、貴州省、陜西省、青海省の
12 省及び市で、それ以外の省も 2018 年 6 月末までに整備を完了させなければならな
いと期限も定められた。 
 筆者が 3 省の生態環境庁に当該ガイドラインの実施と状況に関するヒアリングを
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